
福祉・介護職員等処遇改善加算の取得状況及び職場環境等要件の取り組みについて 
 

令和 6（2024）年 6 月の介護報酬改定、障害福祉等サービス報酬改定において今までの加
算が一本化され「介護職員等処遇改善加算、福祉・介護職員等処遇改善加算」が創設されま
した。 

処遇改善加算等の取得状況及び加算要件のひとつである職場環境等要件の当法人の取り
組みについて下記の通り公表いたします。 
 
１ 処遇改善加算等の取得状況 
 ⑴ 令和６年５月までの処遇改善加算等の取得状況 

  高齢施設 障がい施設 
介護職員処遇改善加算Ⅰ 福祉・介護職員処遇改善加算Ⅰ 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 
介護職員等ベースアップ等支援加算Ⅰ 福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算Ⅰ 

 ⑵ 令和６年６月以降の処遇改善加算等の取得状況 
  高齢施設 障がい施設 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ 
 
２ 職場環境等要件の取り組みについて（令和６年度） 
   職場環境等要件 阪神福祉事業団の取組み 

入
職
促
進
に
む
け
た
取
組 

法人や事業所の経営理念や支援方針・人
材育成方針、その実現のための施策・仕
組み等の明確化 

ホームページへの掲載。職員必携の配
布を行い、新任職員研修や職員会等で
内容を確認。中期経営計画及び人材育
成計画を策定し、事業計画、研修計画
に反映。 

事業者の共同による採用・人事ローテー
ション・研修のための制度構築 
 

採用・人事を事務局総務課で一括して
担当している。研修については研修計
画に基づき法人として、役職者・階層
別に研修を実施している。 

他産業からの転職者、主婦層、中高年齢
者等、経験者・有資格者等にこだわらな
い幅広い採用の仕組みの構築 

支援員採用においては、資格の有無・
経験の有無にかかわらず本人の熱意・
人物中心で採用を行っている。 
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働きながら介護福祉士等の取得を目指
す者に対する実務者研修受講支援や、よ
り専門性の高い介護・支援技術を取得し
ようとする者に対する 喀痰吸引、認知 

実務者研修受講費用の助成金制度、介
護福祉士等国家資格取得に関して受験
料等の助成金制度を設けている。強度
行動障害支援者養成研修については施 
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症ケア、強度行動障害支援者養成研修、
サービス提供責任者研修、中堅職員に対
するマネジメント研修の受講支援等 

設負担で受講している。国家試験・実
務者研修受講による勤務調整を行って
いる。 

エルダー・メンター（仕事やメンタル面
のサポート等をする担当者）制度等導入 

新任職員１名に対し１名指導員を配置
し、安心して働けるよう指導を行って
いる。 

上位者・担当者等によるキャリア面談な
ど、キャリアアップ等に関する定期的な
相談の機会の確保 

所属⻑等による対話研修の実施。フロ
ア主任等による育成面接（年２回程度）
を行っている。 
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子育てや家族等の介護等と仕事の両立
を目指す者のための休業制度等の充実、
事業所内 託児施設の整備 
 

育児休業は最⻑３年間取得可能とし、
さらに育児休業復帰後３歳以下の乳幼
児を育てる職員に対し、希望すれば夜
勤等変則勤務を免除し日勤のみとする
制度を運用。 

職員の事情等の状況に応じた勤務シフ
トや 短時間正規職員制度の導入、職員
の希望に即した非正規職員から正規職
員への転換の制度等の整備 

毎年正規職員の採用試験の際、その内
容を事務所にて掲示し、非正規職員も
受験可能であることを掲示し周知して
いる。非正規職員は一次試験を免除し、
役員面接のみで登用。 

業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等
の職員相談窓口の設置等相談体制の充
実  
 
 

事務局総務課人事・給与担当副課⻑が
メンタルヘルスに関すること、雇用管
理の改善等に関すること等の相談窓口
担当者となり、必要に応じて相談支援
を行っている。 
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短時間勤務労働者等も受診可能な健康
診断・ ストレスチェックや、従業員のた
めの休憩室の設置等健康管理対策の実
施 

全職員への健康診断、ストレスチェッ
クの実施。敷地内禁煙等、職員の健康
管理に努めている。希望者の産業医に
よる面談を実施。 

雇用管理改善のための管理者に対する
研修等の実施 

役職者への労務管理に関する研修を実
施。 
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高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、
食事の配膳・下膳などのほか、経理や労
務、広報なども含めた介護業務以外の業
務の提供）等による役割分担の明確化 

ケース担当、夜勤、事務分掌をなくし、
利用者への直接支援、居室やフロア等
の清掃、洗濯、配膳等の間接業務を中
心に業務内容を区別している。（再雇用
者） 
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5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・
整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとった
もの） 等の実践による職場環境の整備 

衛生委員会による現場視察を行い、職
場環境の整備・改善等を実施。 
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ミーティング等による職場内コミュニ
ケーションの円滑化による個々の介護
職員の気づきを踏まえた勤務環境やケ
ア内容の改善 

月１回の支援会議等にて支援内容の確
認・改善等を実施。また、各委員会、担
当係において定期的にミーティングを
実施。専門的支援のプロジェクトチー
ムを作り、職場の活性化を図っている。 

利用者本位のケア方針など介護保険や、
利用者本位の支援方針など障害福祉や
法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提
供 

各施設・部署内での権利擁護、利用者
支援向上に向けた研修会、勉強会等の
実施。運営理念、行動規範等を記載し
た職員必携の配布と周知。 

 
 


